
















































































































































































































































































田政行編『著作権法コンメンタール 1　1条～ 22条の 2［第2版］』580頁～ 582頁［木村孝執筆］参照のこと。
9）	 例えば、注10に挙げた大阪地裁平成15年10月30日判決判時1861号110頁［グルニエダイン事件］、加戸守行『著作権法逐条講
義［六訂新版］』123頁。
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場所であるから、著作物の範囲内であると認定して
いる。
このように、コンセプト自体は著作権法による保
護対象ではないが、本決定では、コンセプトを著作
物性の存否や範囲の認定の重要な資料にしているこ
とがわかる。
2　「意に反する改変」（20条1項）
「意に反する改変」（20条1項）という要件は、改
変が「意に反する」ものかという論点とそもそも「改
変」といえるかという論点に分かれるが、後者の論
点を中心に議論したので、ここでは後者に絞って論
じる 10）。
本決定では、まず、本件工作物の設置を「直接物
理的な変更を加えるものではない」と認定した上で、
次いで、①「自然の森からカナルを通った水が花渦
で吸い込まれ、そこから旧花野（新里山）へ循環す
るという本件庭園の基本構想は、本件工作物の設置
場所付近では感得しにくい状態になる」こと、②「本
件件工作物は、高さ 9メートル以上、長さ 78メー
トルの巨大な構造物であり、これを設置することに
よって、カナル、花渦付近を利用する者のみならず、
新里山付近を利用する者にとっても、本件庭園の景
観、印象、美的感覚等に相当の変化が生じる」こと
の 2点を理由に「改変」と認定した。
この認定の特徴は、本件工作物の設置が物理的な
変更ではないことを前提として、コンセプト（＝基
本構想）である「水の循環」を感得しにくくなるこ
とや特定の利用者の印象等が変化することをもって
「改変」と判断した点にある。
これまで裁判例は、20条1項の「改変」を「他人
の著作物における表現形式上の本質的な特徴を維持
しつつその外面的な表現形式に改変を加える行
為」11）（下線は筆者）と定義し、以後の裁判例の多く
も、無意識的に、物理的な変更があることを当然の
前提にしてきた。そのうえで、それが軽微な場合や
些細な場合にも「改変」に該当するのか、といった
議論が積み重ねられてきた 12）。
しかし、本決定は、物理的な変更がないのにもか
かわらず、コンセプトを感得しづらくなったり、印
象が変化したりする場合も「改変」に該当すると判
断しており、かなり重要な判断をしている。
ただし、Ｘ側の代理人の立場からすると、結論自
体は好意的に受け止めることができるが、全く疑問
点がないわけではない。
まず、本決定が、本件工作物の設置を「直接物理
的な変更を加えるものではない」と認定している点
である。裁判所は、本件工作物を取り外し可能な形
で本件庭園内に「追加」して設置することから、物
理的な変更ではないと判断したようであるが、例え
ば、絵画に取り外し可能なシールを張る場合でも「物
理的な変更」と認定する余地があるように、本決定
でも、端的に本件工作物の設置行為も物理的な変更
と認定することはできたのではないかと思う。
また、物理的な変更がないのに─もちろん著作物
に向けられた行為が必要なのであろうが─、コンセ
プトを毀損したりすることで「改変」となる、とい
う場合は、ほかにどのような場合があるだろうか。
例えば、建築士が景観との調和をコンセプトに設計
された芸術性の高い建築の近くに、景観に全くそぐ
わない高層マンションが建てられた場合や画家が特
定の場所で飾られることを予定した絵画をその画家
10）	本件でも、「意に反する」という要件との関係では、⑴著作権法20条1項の「意に反する」につき、「著作者の主観的意図に反する」
と解釈するのか（主観説）、それとも「通常の著者であれば意に反するもの」と解釈するのか（客観説）、⑵この種の取引慣行（造園
家が施主に対して改築を了解する取引慣行がある）から、黙示の承諾があったのではないかが争われたが、他の争点に比べれば、あ
まり議論された部分ではない。実際、本決定では、⑴については、法律解釈であるからか、触れられておらず、⑵については、取引
慣行の疎明がないこと、著作権に関する取り決めが契約に定められていないこと等を理由に、「意に反する」の要件の充足を比較的
簡単に肯定している。なお、著作者人格権の不行使特約に関する論考として、板倉集一「著作者人格権の不行使特約」『現代知的財
産法講座Ⅰ』327頁以下参照。
11）	最高裁平成10年7月17日判決判時1651号56頁［雑誌諸君事件］。原稿の改変の事案。
12）	例えば、東京地裁平成12年8月30日［エスキース事件］。エスキースの一部を切除した部分を雑誌上に掲載した事案。
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からみて全く不釣合いな場所に飾ったような場合
も、著作物自体に直接物理的な変更を加えるもので
はないが、「改変」と評価される余地があるのであ
ろうか。今後の裁判例の蓄積を期待したいところで
ある 13）。
3　20条2項2号の類推適用
⑴　類推適用の基礎があるか
本決定では、①鑑賞というよりも利用に重点が置
かれていること、②本件庭園は商業施設と一体的に
運用されており、仮に改変できなければ、本件土地
の所有権に重大な制約があること、③本件庭園が将
来改変されることは予定されていたこと、といった
理由から、20条2項2号の類推適用の基礎があると
判断している。①は、利用を主たる目的とする建築
との類似性から、類推適用の許容性を述べるもので
あり、②は、改変を認めなければ不都合が生じると
いう類推適用の必要性を述べるものである。そして、
③は、これらの類推適用の余地があることの予見可
能性、ということに言及したものである。この点、
20条2項2号を類推適用するという裁判例は見出さ
せない。
問題は、この判断の射程範囲である。すなわち、
本決定を前提にしたとして、庭園の増改築の際には、
常に 20条2項2号が類推適用されるのかが問題とな
る。
この点につき、庭園は、当然に、20条2項2号が
類推適用され、建築と庭園を厳然と区別する必要は
ないとする見解もみられるが 14）、必ずしもそうで
はないように思う。本件は、あくまでも、類推適用
の①許容性、②必要性、③予見可能性があったから
こそ、20条2項2号が類推適用されることになった
とみるべきである。例えば、京都の竜安寺のような
純日本庭園に同庭園の所有者が何か工作物を設置
し、同庭園の著作権者が同一性保持権侵害を主張し
たとしよう。純日本庭園では、①利用に重点が置か
れたものではないから、建築との類似性は低く、類
推適用の許容性は低い。また、②他の商業施設と一
体的運用もなく、増築等の必要性も乏しい。さらに、
③将来増改築等を予定しているものでもないから、
予見可能性もない。
よって、このような場合には、著作者人格権が所
有者の利用権に優先されるという判断となる可能性
は十分にある。
⑵　「模様替」の該当性
本決定は、本件工作物の設置を 20条2項2号の「模
様替」に該当するとした。
20条2項2号の規定している「増築、改築、修繕
又は模様替」（以下「増築等」という）の各行為は、
建築基準法2条や同法3条3号等にも規定されてお
り、模様替えは、建築基準法上、建築物の構造・
規模・機能の同一性を損なわない範囲で改造する
ことと解釈されている 15）。Ｘ側としては、この建
築基準法の定義の解釈をもとに、本件工作物を設置
することで本件庭園とは同一性の損なわれる庭園と
なると主張していたが、本決定では、「本件庭園は
建築物そのものではなく、著作権法の定めを建築基
準法と同一に考える必要もない。」として、Ｘ側の
主張は採用されなかった。
13）	注2小島論文71頁では、「本件庭園については、「庭園」という括りで語られているものの、本件工作物の設置に伴う本件庭園の改
変を判断する際に「景観」について触れられている部分があるなど、本件で議論されている問題は広義の「ランドスケープ ･デザイン」
に関係している。…（中略）…このように、本決定は建築やランドスケープの諸問題に著作権がかかわることを示した点で画期的で
あるとともに、将来起きうる類似事案の解決に関する実務及び理論に一石を投じるもの」と指摘している。この指摘は、筆者と問題
意識を共有するものである。建築は、公的な空間に建ち、景色や景観を形成することもある。そのような建築物が所有者によって改
変されるときに、著作者の権利のみならず、公益を損ねる場合もあろう。そのような場合、所有者の所有権と著作者の権利を利益衡
量するのに、そのような公益性を考慮すべきなのか、考慮できるとして、どの程度の比重で考慮すべきなのか、はより一層検討を行
う必要がある。
14）	注11　半田正夫・松田政行編『著作権法コンメンタール 1［第2版］』［木村孝執筆］576頁
15）	逐条解説建築基準法編集委員会『逐条解説　建築基準法』9頁
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裁判例をみても、20条2項2号の増築等の解釈を
したものは公刊されているものの中にはなく 16）、
唯一、立法者が昭和45年に著作権法を制定する際
に建築基準法の概念をそのまま流用したとする文献
があるのみ存在していた 17）。
そのため、本決定は、20条2項2号の「模様替」
を初めて判断した裁判例として、意義がある。
とはいえ、本決定は、模様替の一般的解釈を言及
していないし、「本件庭園は建築物そのものではな
く、著作権法の定めを建築基準法と同一に考える必
要もない」としていることから、本決定は、庭園の
場合には、建築基準法と同一の解釈をしないとして
も、建築の場合には、建築基準法と同一の解釈をす
べきかどうかはよくわからない。したがって、この
模様替の解釈についても今後の検討課題になろう。
⑶　増築等の限界
ア　本決定とノグチ・ルーム決定
本決定は、20条2項2号の類推適用がある場合で
も、改変が著作者との関係で信義則に反する場合、
改変が認められない余地があるという限界をしめし
たうえで、そのあてはめとして、Ｘ側も、商業施設
内の庭園という性質上、更新することを知っていた
し、Ｙ側は、著作者との関係で、意見を聴取し、そ
れを設計にある程度反映させようとしていたことな
どから、信義則に反することはない、と判断し
た 18）。
これに対して、ノグチ・ルーム決定では、著作
権法20条2項2号が建築の実用性に鑑みて、①経済
的、実用的な観点から必要な範囲の増改築であるこ
と、②個人的な嗜好に基づく恣意的な改変ではない
ことが必要であるとして、20条2項2号の適用範囲
を限定的に解釈していた。
本件でも、Ｘ側も、ノグチ・ルーム決定の解釈
を前提にして、本件工作物の設置が上記①②に該当
しないと主張していたが、本決定は、ノグチ・ルー
ム決定で示した規範を明示的に否定した点に意義が
ある。
では、本決定とノグチ・ルーム決定との異同は
何であろうか。
2つの決定に通底するのは、「増築等」にも限界
がある、ということである。おそらく増築等に限界
がないとすれば、「建築の著作物」として保護され
ることが有名無実となるからであろう。
これに対して、2つの決定の相違点は、その法律
構成と限界の基準である。
まず、法律構成は、ノグチ・ルーム決定が 20条
2項2号の文言解釈で限定をするのに対して、本決
定は、信義則という法律構成を用いて限定を加えて
いる 19）。
また、限界の基準は、ノグチ・ルーム決定が増
築等の目的が実用的か嗜好によるものかという主観
的事情を基準としているのに対して、本決定では、
明示はされていないものの、著作物の性質や立地、
契約締結経過や交渉経過といった債権者側及び債務
者側の事情を総合的にみて、著作者との関係で信義
則に反するといえるか、を基準としているように読
める。
16）	なお、ノグチ・ルーム決定では、移築（あるいは増改築）が争点であったため、「模様替」の解釈は判断されていない。
17）	松田政行『同一性保持権の研究』103頁。なお、注11『著作権法コンメンタール 1［第2版］』［松田正政行でも、同様の見解がとら
れている。
18）	この信義則という法律構成は、何れの当事者からも主張されていない。当事者間においては、ノグチ・ルーム決定がした規範の当て
はめをめぐって議論していた。
19）	ただし、本決定では信義則違反があった場合の効果につき、20条2項2号にいう増築等に該当しないという法的構成なのか、20条
2項2号の増築等に該当するものの、信義則上、20条2項2号の主張はできないという法律構成なのかは判然としない。この区別の
実益は、著作者人格権と利用権の利益衡量の方法に影響を及ぼす可能性があると考える。仮に、前者の法律構成だとすると、著作者
人格権の例外的に制限を受ける場合を確定することになるから、著作者人格権が優位に利益衡量されるべきであるが、後者の法律構
成だとすると、むしろ増築等が原則として認められることになり、増築等が例外的に制限を受ける場合を確定することになるから、
利用権が優位に利益衡量される可能性がある。
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ノグチ・ルーム決定は、増築等を例外的として
位置づけ、増築等を厳格に解釈しており、著作者人
格権をかなり尊重する点に特徴がある。もっとも、
実用的な観点からの増築等のみが許され、所有者の
嗜好で増築等をすることを全面的に禁止されること
になるが、多かれ少なかれ増築等に所有者の嗜好が
加わることが普通であるし、実用／嗜好という 2分
論では判断はつかないことが多い。そのため、一律
に、所有者の嗜好による増改築等を禁止することは、
困難といえるかもしれない 20）。
これに対して、本決定の基準では、模様替を含め
た増築等が原則として認められることを前提に、著
作者との関係で信義則に反しないか、個別の事情を
考慮して柔軟に判断することになる。この結果、著
作者人格権と利用者の利益は、等価的か利用者側に
有利に利益衡量されることになり、ノグチ ･ ルーム
決定とは、増築等の位置づけが異なる。
イ　考慮要素
ところで、本決定では、どのような事項が信義則
の考慮事項となるかは、明確には明示されていない
が、仮に本決定のように、信義則という法律構成を
採用したときに、どのような考慮要素が考えられる
であろうか。
この点、上野達弘教授は、ドイツ法における改変
禁止権と利用権の調整に関する議論を「やむをえな
い改変」（20条4号）の解釈に反映させることを試
みている 21）。具体的には、①著作者側の事情として、
ⅰ）著作者の性質（専門家、芸術家か否か等）、
ⅱ）著作物の性格（創作性の高低等）、ⅲ）制約の
態様（不可逆的に強度なものか、改変された著作物
が公開されているのか、氏名が表示されているのか）
を考慮要素とし、②利用者側の事情として、ⅰ）利
用者の有する権利の性格（その権利の権原、同意の
有無及び範囲）、ⅱ）利用者側における著作物の性
格（実用性の存否、実務での慣行）、ⅲ）利用者側
の改変の目的などを考慮し、改変の可否を判断して、
やむを得ない改変か判断することを提案している。
上野論文は、あくまでも 20条4号の「やむを得
ない」の考慮要素として、上記のような事情を念頭
に置いているものと思われるが、20条2項の各号は、
いずれも同一性保持権が制約を受ける場合を規定す
るものであるから、2号と 4号は、同じ位置づけで
あるともいえ、2号の増築等の限界を画する場合の
考慮要素─信義則の考慮要素─としても用いること
ができるのではないかと思われる。
4　今後の課題
本決定は、⑴本庭園のコンセプトが著作物性や「改
変」の判断にいかに影響を与えるのか、また⑵庭園
の著作物の著作者人格権と利用権をいかに調整する
のか、明示はしていないものの、一つの見解を示し
たものといえる。そこで、最後に、これと関連して、
⑴建築・庭園（以下「建築」等という）の著作物
とコンセプト、⑵建築等における著作者人格権と利
用権の調整について、今後の課題をまとめておきた
い。
⑴　建築等のコンセプトと著作権による保護
ア　建築等におけるコンセプト
本件のごとく、建築等では、詳細な設計に先立っ
て、コンセプトが設定されることが多く、このよう
なコンセプトを設計思想と呼ぶことがある。このよ
うな設計思想は、設計を進めていく上で、全体的な
プランや個々のディテールを決める指針になるし、
設計後においても、どうして、そのようなデザイン
となったのかを探る手掛かりにもなる。完成後も、
リノベーションや修復を行う際に、その限界を画す
る基準にもなり得る。
とくに、建築についていえば、近代以前の建築は
20）	中山信弘『著作権法［第2版］』512頁。
21）	上野達弘「著作物の改変と著作者人格権を巡る一考察（一）」民商法雑誌120巻4、5号、同「著作物の改変と著作者人格権を巡る一
考察（二）」民商法雑誌120巻6号
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─もちろん全てではないが─特別な技術を持つ職人
が、石、木材といった自然にある部材で、技巧を凝
らして設計施工していたのに対して、近代以降の建
築では、特別な技術を持つ者でなくても、鉄、コン
クリート、ガラスといった誰もが入手できる工業製
品を部材に使用して、規格化された技術で設計施工
することが多くなってきた。しかも、造形の表現方
法の幅は、建築基準法をはじめとする建築法規の求
める安全性という観点から、幾分限定されるように
なってきた。これらの結果、建築の個性は、目に見
えやすいファサードや造形そのものから、目には見
えづらいが、確かにそこにある設計思想に求めるよ
うになってきたといえる。その意味で、設計思想は、
まさに建築の個性を決定づける一大要因になってい
る。
イ　著作権法による保護
ところが、著作権法の通説的な解釈は、このよう
な建築の設計思想重視の現状に全く対応し切れてい
ない。すなわち、いかに快適な空間を目指した設計
思想が創作的に表現された建築であっても、そこに
裁判所の考える「美術性」が認められない以上、保
護されないのである 22）。この結果、建築の著作物
として保護される建築が著しく限られたものになっ
ている 23）。通説的な見解が「建築の著作物」に美
術性という要件を求めるのは、複製権侵害が多発し、
機能や実用性との関係で産業上支障が生じるためと
し 24）、著作権法によって保護される建築の具体例
としては、宮殿などの歴史的な建築物を挙げること
が多い。
しかし、これらは、次に述べる点から説得力のあ
るものではない。
まず、根本的には、建築の美術性あるいは歴史性
といった価値は、そもそも人によって判断の異なる
相対的なものであるし、ましてや目に見えづらい設
計思想重視となっているから、建築の芸術性や歴史
性という価値を客観的に確定させることはまずます
難しくなってきている。このような価値を裁判所が
判断できるものでもないし、裁判所に判断させるべ
きではない。しかも、このような建築の価値は、創
作時に付与されるものばかりではなく、使い続けら
れる中で初めて発見される場合も多く、創作物の完
成時に権利が発生することを想定している著作物性
の要件にはそぐわない。
また、現在の通説的な見解は、実用／芸術のどち
らに比重が置かれるのか、という二分論を前提にし
ているが、芸術性に比重が置かれた建築など果たし
て存在するのか、という疑問もある。建築は何らか
の用途＝機能＝実用目的があって初めて建てられる
ものであって、設計思想も、このような機能や実用
とある種の芸術性を調和するように創作されること
がほとんどである。機能や実用から離れて、芸術本
位で建てられる建築など存在するなどありえない。
仮にこの認識が正しいとすれば、わが国の著作権で
「建築の著作物」として保護されるものはほとんど
ないことになり、建築の著作物の規定は空文化する
22）	注12参照。近時でも、東京地判平成26年10月17日 LLI/DB 判例秘書登載では、「一般住宅の場合についてみると、通常、その全
体構成や屋根、柱、壁、窓、玄関等及びこれらの配置関係等において、実用性や機能性（住み心地、使い勝手や経済性等）のみならず、
美的要素（外観や見栄えの良さ）も加味された上で、設計、建築されるのであり、そのことに照らすと、一般住宅が「建築の著作物」
に当たるということができるのは、客観的、外形的に見て、それが一般住宅の建築において通常加味される程度の美的創作性を上回
り、居住用建物としての実用性や機能性とは別に、独立して美的鑑賞の対象となり、建築家・設計者の思想又は感情といった文化的
精神性を感得せしめるような造形美術としての美術性を備えた場合と解することが相当」と判示している。
23）	意匠法でも、建築は「物品」（意匠法2条1項）に該当せず保護の対象にならず、組み立て建築が、意匠法による保護を受けるに過
ぎない。結局のところ、ほとんどの建築は著作権でも意匠法でも保護対象にもならない、ということになる。なお、この点に関して、
注5渋谷48頁参照のこと。
24）	大阪高判平成16年9月29日『著作権法判例百選［第4版］』【7】事件［伊藤真］は「建築物を『建築の著作物』として保護する趣
旨は、建築物の美的形象を模倣建築による盗用から保護するところにあり、一般住宅のうち通常ありふれたものまでも著作物として
保護すると、一般住宅が実用性や機能性を有するものであるが故に、後続する住宅建築、特に近時のように、規格化され、工場内で
製造された素材等を現場で組み立てて、量産される建売分譲住宅等の建築が複製権侵害となるおそれがある」とする。
甲南法務研究　No.13 94
に等しい。
さらに、量産を予定している建築─例えば、ハウ
スメーカーによる住宅建築─でも、デットコピーや
それに近い建築までを保護する必要性があるとはい
えず、デットコピーを容認するような立場は、むし
ろ産業上求められていないのではないかと思われ
る。仮に、美術性が認められないものの、設計思想
が創作的に表現されている建築に著作物性を認めた
ところで、建築の持つ実用性や機能は、本件で問題
となった著作権法20条2項各号などによって十分
に担保できるはずである。また、ありふれた建築な
のであれば、他の創作物と同様に、著作物性を否定
すればよいだけであって、何も建築だけ著作物性の
要件を厳しくする必要性はない。
むしろ、より快適な空間とする設計思想を具現化
した建築を保護するほうが、新たな建築を創作する
ことのインセンティブとなり、望ましいのではない
かと思う。応用美術の著作物の分野においても、著
作物性の要件として美術性を求めない裁判例も現れ
てきており 25）、建築の著作物においても、その判
断は揺らいでいく可能性は大いにある。
本件では、庭園の著作物性の判断について、設計
思想を十分考慮したうえで、著作物性を判断してい
るが、建築の著作物についても、同様の判断が求め
られよう。
⑵　建築等における利用権と著作者人格権との調整
近時は、既に大量の空き家が存在し、今後人口減
少が進行するに伴って、ますます未利用の既存建築
（ストック建築）が増加することも予想されている。
その結果、既存建築は、資源・リソースとして考え、
増築・改築等を伴うリノベーションを行い、活用
されることが求められている。このような状況下で、
著作権法との関係では、仮に建築や造園の著作物性
を積極的に肯定していく場合に、著作権者の権利と
利用者の利益との調整をどのように図るべきかが、
直面している課題といえる。
筆者も、広く増築等によるリノベーションを認め
ることについて異論はないが、建築等の著作物性を
認める以上、その過程においては、広く著作者たる
建築家や造園家との調整を図るべきと考える。ただ
し、この調整の要否や程度は、個々の建築等によっ
て異なる。建築等は、他の工業製品とは異なって、
利用者、建築家、施工者によって、個性があり、ハ
ウスメーカーのように工業化された住宅ですら、全
く均一な建築等は少なくなっている。そのため、そ
の調整の必要性や程度も、第3. 3⑶イで述べたよう
な①著作物、②著作者側の事情を衡量したうえで、
案件ごとに判断していくしかない。この利益衡量の
結果として、案件によっては、著作物や著作者との
関係では、そのような調整は不要な場合も出てこよ
う。
もっとも、このような利益衡量という方法では、
事後的でしか、調整の要否や程度の判別がつかない
ことになり、予想外の紛争を招くこともある。その
ため、著作者と利用者の間には、あらかじめ、設計・
施工の契約に際して、契約上の取り決めがなされる
べきである。
この点に関して、事前の契約上の取り決めをする
としても、著作者側からの改築等の規制が強すぎる
と、建築等自体が取り壊される可能性があり、良質
な建築がのこらないし、そもそも改変禁止等を求め
25）	知財高裁判決平成27年4月14日裁判所ホームページ［TRIPP	TRAPP 事件］は、「応用美術には様々なものがあり、表現態様も多
様であるから、明文の規定なく、応用美術に一律に適用すべきものとして、『美的』という観点からの高い創作性の判断基準を設定
することは、相当とはいえない。また、特に、実用品自体が応用美術である場合、当該表現物につき、実用的な機能に係る部分とそ
れ以外の部分とを分けることは、相当に困難を伴うことが多いものと解されるところ、上記両部分を区別できないものについては、
常に著作物性を認めないと考えることは、実用品自体が応用美術であるものの大半について著作物性を否定することにつながる可能
性があり、相当とはいえない。加えて、『美的』という概念は、多分に主観的な評価に係るものであり、何をもって『美』ととらえ
るかについては個人差も大きく、客観的観察をしてもなお一定の共通した認識を形成することが困難な場合が多いから、判断基準に
なじみにくいものといえる。」と判示している。筆者もこの見解に賛成し、建築の著作物も同様と考える。
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ることのできる建築家は少ないという指摘もあ
る 26）。また、第三者効がないために、仮にこのよ
うな規定を置いたとしても、譲受人に効果が及ばな
いことが問題となりうるとの指摘もある 27）。
しかし、改変禁止権や改変許諾権といった実体的
な権利義務を設ける方法だけではなく、例えば、「施
主は、改変時には建築家等と協議を行うものとす
る。」や「施主は、物件の譲渡時に、譲受人に対して、
施主の本契約に基づく協議義務を承継させるものと
する。」といった手続的な権利義務を設けることで、
協議の機会が生まれ、この中で、建築家や造園家も、
新たな増築等へのコミットができる余地もあり、上
記のような調整を図ることができるかもしれな
い 28）。実体的な権利を置くよりは、このような手
続的な権利を置く方が著作者・利用者双方の抵抗
感は少ないのではないか。
本件の紛争の事案では、予め契約上の手当てがな
されていなかったことも原因のひとつともいえる。
現在の建築設計の契約実務では、ほとんど著作権に
関する規定は意識されていない 29）。そのため、建
築等の著作権を定着させるのであれば、上記の提案
をも含めて、契約実務をも見直す必要がある時期に
来ているかもれない 30）。
26）	注23中山513頁
27）	注23中山513頁
28）	確かに、このような協議義務や義務の承継に関する条項があっても、これらの義務が履行されなかった場合のサンクションはあまり
考えられず、履行確保の手段は乏しい。しかし、良質な建築や庭園の質を守るためにも、オリジナルの建築家や造園家に依頼するほ
うが適切な場合もあり、このような場合には、建築家等があらかじめ、そのことを施主に説明をしておく必要があり、そのことを理
解してくれる施主との関係では、協議条項などは生きてくる可能性はある。
29）	広く利用されている四会連合協定の建築設計・管理等業務委託契約約款では、著作者人格権のうち同一性保持権については不行使と
することが規定されているが、施主も建築士もこの規定の存在をどこまで理解しているのか、甚だ心許ない。
30）	そもそもどこまで契約によって著作者人格権を制限できるのか、という議論に関する論考として、注14板倉346頁～ 347頁以下参
照。
